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国土交通省
九州運輸局ＩＣＴ等を活用した多言語対応等による観光地の「まちあるき」の満足度向上

○ 訪日外国人旅行者の来訪が特に多い観光地等において、公共交通機関の駅等から個々の観光スポットに至るまでの散策エリアについ
て、ICTも活用して、多言語案内標識や無料エリアWi-Fiの整備、域内の小売・飲食店を挙げたキャッシュレス決済対応等のまちなかにおけ
る面的な取組や、これらと一体的に行う外国人観光案内所や「道の駅」等の機能強化、古民家等の歴史的資源の活用等を集中的に支援
し、「まちあるき」の満足度の向上を目指す。あわせて、観光地の災害等の非常時の対応能力の強化を図る。

■デジタルサイ
ネージの整備

■AI・チャット
Botの整備

■多言語音声
ガイドの整備

■免税対応端末
の整備

■非常用電源装置の整備
■情報端末への電源供給
機器等の整備

■ＶＲ機器
の整備

○まちなかにおける多言語観光案内
標識の一体的整備

■デザインを統一した
多言語サイン看板の整備

■ICTを活用した案内
標識の整備

○無料エリア
Wi-Fiの整備

■無料公衆無線ＬＡＮ
環境の整備

◯公衆トイレの洋式便器の整備及び清潔等機能向上

■洋式便器の整備及び清潔等機能向上
（光触媒タイルの活用等）

■多言語翻訳システム機器の整備
■多言語案内用タブレット端末の
整備

■無料公衆無線
LAN環境の整備

■施設の整備改良
■案内標識の多言語化
■洋式トイレの整備

■ＨＰ・コンテンツ作成
■案内放送の多言語化
■掲示物等の多言語化

地域の観光スポットに基づいた散策エリアと一体的整備イメージ
■まちなかの周遊機能の強化（まるごとインバウンド対応）■観光地のゲートウェイとしての外国人観光案内所等

の機能の強化

◯情報発信機能の強化

◯訪日外国人旅行者への対応力の強化

◯外国人観光案内所等の情報提供基盤の強化

■多言語翻訳システム機器の整備
■多言語翻訳用タブレット端末の整備

■先進的な決済環境の整備
■免税店電子化対応環境の整備

○地域の飲食店、小売店等における多言語対応・先進的決済環境の整備

補助率 10分の８、２分の１、3分の1

文化財・国立公園の周辺地域における歴史的資源のインバウンド整備を支援

○歴史的観光資源の高質化 ○シェアサイクルの導入

事業主体

（１）地方公共団体（港務局を含む。）

（２）民間事業者（公共交通事業者等を含む。）

（３）航空旅客ターミナル施設を設置し、又は管理する者

（４）協議会等

○電線の地中化や軒下・裏配線等の無電柱化

地域要件

以下を含む、訪日外国人旅行者の来訪が特に多い、又はその見込みがある観
光地として観光庁が指定するもの

○ 訪日外国人旅行者の評価が既に高い観光地

○ 重要な文化財や国立公園が所在する地域

○ 国際的なイベント・会議の開催等により、訪日外国人旅行者の来訪が多

く見込まれる観光地

■古民家等の歴史的資源を活用した観光まちづくり

○古民家等の観光資源化

■「道の駅」インバウンド対応拠点化モデル事業

外国人観光案内所等の
整備・改良等

インバウンド向けの
体験メニューの開発

空車・満車情報
の多言語化

ホームページ
の多言語化

洋式便器の整備及び
清潔等機能向上

多言語翻訳システ
ム機器等の整備

等

等

等

◯非常時の対応能力の強化

○ レンタカーを利用したインバウンド観光の先進県である沖縄県内の
「道の駅」における取組について、全国のモデル事業とすべく重点的
に支援

※その他、「道の駅」の管理者、運営者、観光関係者、「道
の駅」施設内の民間事業者等からなる協議会により策定さ
れる計画の内容を含む。等

観光庁
（参事官（外客受入担当））

：3,050百万円

－
7
－

まつり広場

〇〇寺

旧〇〇邸
（古民家）

〇〇公園

〇〇商店街

△△商店街

サイクル
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旧○○邸
（古民家）

サイクル
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サイクル
ポート

主動線

副動線

集中的整備区域

外国人
観光案内所

観光案内板 キャッシュレス端末、
多言語対応機器の集中整備

公衆トイレWi-Fi

各種
誘導看板
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○全国各地の観光地において、訪日外国人旅行者がストレスフリーで快適に旅行できる環境を整備するため、地方自治体や民間事業者等
が行う外国人観光案内所の機能強化、トイレの洋式化、公共交通機関の移動円滑化、旅館・ホテルのバリアフリー化等の個別の取組を支
援する。あわせて、外国人観光案内所等の災害等における非常時の対応能力の強化を図る。

地方での消費拡大に向けたインバウンド対応支援事業

実証事業

○災害発生時における外国人観光案内所の初動対応マニュアルの作成
○ナイトタイムエコノミー等の新たなニーズに対応した交通サービスの推進に向けた調査 等

宿泊施設インバウンド対応支援事業

・Wi-Fiの整備
・自社サイト
多言語化等・決済端末の整備・案内表示の多言語化

・ムスリム受入

マニュアル作成

○基本的ストレスフリー環境整備
・段差解消
（エレベーター等）

・手すりの設置 ・出入口の改修・トイレのバリア
フリー化

○バリアフリー環境整備

○外国人観光案内所等の整備・改良等及び災害等の
非常時対応の強化
○公衆トイレの洋式便器の整備及び機能向上
○手ぶら観光カウンターの機能向上
○多様な宗教・生活習慣への対応力の強化 等

・手ぶら観光カウン
ターの機能向上

・公衆トイレの洋式便器
の整備及び機能向上 ・多様な宗教・生活習

慣への対応力の強化

・外国人観光案内所等の整備・改良等及び災害等の非常時対応

交通サービスインバウンド対応支援事業

○多言語表記、多言語案内用タブレット端末の整備
○旅客施設や車両等の無料Wi-Fi整備
○旅客施設や車両等のトイレの洋式化及び機能向上
○全国共通ＩＣカード、ＱＲコード決済等の導入
○旅客施設や車両等の移動円滑化 等

・多言語表記等
・多言語案内用タブレット
端末等の整備 ・無料Wi-Fiの整備

・全国共通ＩＣカード、
ＱＲコード決済等の導入

・トイレの洋式化
及び機能向上 ・移動円滑化

（１）地方公共団体（港務局を含む）

（２）民間事業者（公共交通事業者等を含む。）

（３）航空旅客ターミナル施設を設置し、又は管理する者

（４）協議会等

事業主体

定額、２分の１、5分の2、
3分の1、4分の1

補助率

訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業
観光庁（参事官（外客受入担当））

：5,474百万円
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インフラを始めとした地域資源を活用したコンテンツの造成事業
観光庁観光資源課
：1,300百万円
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最先端観光コンテンツ インキュベーター事業
観光庁観光資源課
：1,300百万円
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地域の観光戦略推進の核となるDMOの改革

【１】DMOの体制に対する支援

【２】DMOと連携したコンテンツ造成の取組に対する支援

世界水準のＤＭＯ形成促進事業

全国各地で世界的な競争力を有する魅力ある観光地域づくりを促進するため、①全国の優良なDMOの体制を強化し、世界水準の
DMOの形成を促進するとともに、②国とDMOが連携し、訪日グローバルキャンペーンに活用できる優良なコンテンツの造成を推進する。

【事業内容】

インバウンドに対応したマネジメント体制が確立されたDMO（※）を対象に、以下の支援を実施。
※観光資源の所有者、宿泊事業者、アクティビティー等の事業者、旅行会社、交通事業者等のディスティネーションの関係者が体制に含まれていること。
※安定的かつ自立的な経営の確保が行われていること。

訪日グローバルキャンペーンに対応したコンテンツ造成事業

①事業対象の地域資源に関する調査
②地域資源を活用したコンテンツの企画・立案
③モデルツアーの実施

実施主体：地方運輸局（DMOと連携）

【事業内容】

訪日グローバル・キャンペーン（JNTO）に対応したコンテンツが、特に地方部をはじめとして、全国的に不足している状況を踏まえ、地方運輸局とＤＭＯが連
携して、訪日グローバルキャンペーンに活用できる新たな滞在型コンテンツを全国各地域に創出することが必要であることから、以下の取組を実施。

外国人旅行者に選好される
魅力的なコンテンツの開発・強化

外国人旅行者が快適かつ安全に
周遊・滞在できる受入環境の整備

※地域の関係者による計画策定や
役割分担が行われていることが要件

フットパスツーリズム

【概要】
・里山、石橋、棚田等、日
本の昔ながらの原風景を
活かし、地域住民と触れ
合いながら歩く旅行商品
の開発

【場所】
・熊本県美里町

酒蔵ツーリズム

【概要】
・酒蔵と観光資源を巡るスタ
ンプラリーの実施や、地酒
の販売を行い、地酒と地域
が持つ文化や歴史を合わせ
て国内外へ情報発信

【場所】
・佐賀県鹿島市

【想定されるコンテンツ例】

DMOが重点的に求められる専門性

・インバウンドに関するデータ分析・誘客戦略の策定
※事業内容について、JNTOの確認を受けるとともに、JNTOと
連携して実施することが要件

・国外向けの戦略的な情報発信・プロモーション
※プロモーション方針についてJNTOの確認を受けることが要件

①インバウンドにより地域全体の経済効果を高めるための投資戦略やビジネスモデルを確立するための外部専門人材の登用
②OJT派遣や視察による中核人材の育成

観光庁観光地域振興課
：2,296百万円

JNTOが専門性を発揮した上で、それを補完する
役割を担う観点から求められる場合の副次的な専門性
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地域観光資源の多言語解説整備支援事業
観光庁観光資源課
：1,000百万円



国土交通省
九州運輸局広域周遊観光促進のための観光地域支援事業

観光庁観光地域振興課
：1,391百万円
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○ 地域の観光資源について熟知している地方運輸局が、自治体や地域の交通事業者を含む民間等と広域かつ機動的に連携して行う
訪日プロモーション事業。

○ 政府として積極的に取り上げていく観光資源等を、ＪＮＴＯのノウハウ等を活用しつつ戦略的なプロモーションを行うことで、魅力ある
地域の観光資源を効果的に発信し、地方部への訪日外国人旅行者の誘客を加速させる。

地域の観光資源を活用したプロモーション事業

海外での旅行博出展
商談会の実施

熊本県へのメディア招請事業
（阿蘇くじゅう国立公園）

徳島県への旅行会社招請事業
（農家民宿体験）

プロモーションの高度化プロモーションの高度化 プロモーションの高度化地方誘客の加速化

地方・運輸局

妻籠宿保存地区公園内でのウォーターボール体験 鍋ヶ滝（熊本県）

① 国立公園（全国34箇所）
② 世界遺産、日本遺産、文化財保護法の規定に基づく
指定文化財

③ SNS等で訪日外国人旅行者からの興味・関心が高まりつつ
ある地域の隠れた観光資源

JNTO

今後政府として取り上げていく地域の観光資源等

事業実施例

市場 ターゲット

訴求
テーマ

アクティビティ、
文化、日本食

・・・

デジタルマーケティング
による分析結果の活用

プロモーション手法の
ノウハウの活用

JNTOのDMP（※）ータを
蓄積

JNTOに蓄積された
データの分析

DMPに蓄積され

事後評価

■地域の観光情勢に精通
した外部有識者による
事業評価

■統一フォーマットを使用
した地方運輸局による
自己評価

実施方針

訪日プロモーション方針

JNTOのDMP（※）ータを
蓄積

過年度事業の改善点
分析結果／ノウハウを
活用した計画の立案

JNTOのDMP（※）ータを
蓄積

事業によって得られた
データ等をJNTOに還元

事業を通じて
得られるデータ

魅力ある地域の
観光資源に係る情報

（質の高い写真や映像）

DMPに蓄積され

事業実施要件

＜実施主体＞
国（全国の地方運輸局及び沖

縄総合事務局）と地方（自治体
及び民間企業（※） 等）

＜事業期間＞ 最長３年間
＜総事業費＞
原則１０，０００千円以上

＜負担割合＞
●旅行博出展、メディア招請、旅
行会社招請、共同広告、Web
制作等の事業については、
総費用の１／２を上限に負担
●上記事業に付随して行うような
印刷物制作等については、
総費用の１／３を上限に負担

※地域の交通事業者との連携を要件化
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